
国，京都府との財政面の関係に
ついて

資料 ４
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１ 国，府との税源配分と本市への還元の状況の点検

２ 租税配分についての点検

３ 国との財政面の関係
地方交付税等，国庫支出金地方交付税等，国庫支出金

４ 都道府県と指定都市との財政面の関係及び事務執行の
役割分担と協調
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本市市域内における国税，府税，市税の状況と市財政への還元の状況
（平成18年度決算）

市域内における税収の状況 市財政への還元の状況
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3
市域内の税収のうち，本市に還元されている割合は53.81％である。
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市民一人当たりの税源還元後の状況（他都市比較）（平成20年度決算）
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4本市の市民一人当たりの国，道府県からの税源還元後の歳入額は，他都市平均を上回っている。
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《現　状》 《当　面》 《さらに》

国・地方における租税の配分状況（平成22年度）

地域主権改革

国５：地方５
国と地方の新たな役割分担

に応じた「税の配分」

税の配分

税の配分の
抜本的な

是正が必要！

4.5 9

注 平成22年度予算における「税の配分」は4.5：5.5となっているが、これは、景気の影響による法人
税などの国税の大幅な減収に起因するものであり、税源配分の是正によるものではない。
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 地方交付税 17兆4,779億円
 地方譲与税   1兆9,171億円
 国庫支出金 11兆5,663億円
 国直轄事業
 負担金等　            △7,072億円

5.5

：

1

国と地方の税の配分と歳出（税の実質配分）との間に大きな乖離がある。 5



指定都市は，府県に代わって多くの事務（大都市特例事務）
を実施

○地方自治法に基づくもの（19項目）
・児童福祉（児童相談所，児童養護施設 など）
・障害者福祉（障害者手帳交付 など）
・生活保護 ・母子保健
・精神保健 ・障害者自立支援
・食品衛生 ・都市計画食品衛生 都市計画
・土地区画整理 ・屋外広告物規制 など

○国道や府道，県道の管理
○定時制高校の人件費
○府県費教職員の任免研修 など

（参考）大都市等に関する特例

市町村の規模能力等に応じて事務権限を強化し，基礎的自治体としての市町村の機能
を一層充実させるため，指定都市，中核市及び特例市に，本来，都道府県が行う事務の
一部を処理できることとする。
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指定都市の市民は指定都市の市民は

☆☆行政サービスは行政サービスは｢｢指定都市指定都市からから受益受益((大都市特例大都市特例

事務事務))｣｣

★★そのその負担負担はは｢｢道府県道府県への納税への納税｣｣

受益と負担の関係にねじれ

指定都市が道府県に代わって提供する行政サ指定都市が道府県に代わって提供する行政サ

ービスに係る経費はービスに係る経費は

道府県に代わって負担している経費
（特例経費一般財源等所要額） 同左税制上の措置

３，６９２億円

地方自治法に基づくもの
土木出張所
衛生研究所
定時制高校人件費
国・道府県道の管理等

２，２４８億円

１ ４４４億円

税制上の
措置不足額

 大大大都都都市市市ののの事事事務務務配配配分分分ののの特特特例例例ににに伴伴伴ううう税税税制制制上上上ののの措措措置置置不不不足足足額額額      

（平成 21 年度予算に基づく概算）

 これに加え、道府県から指定都市へ新たに事務移譲・権限移譲が行われた
場合は、所要額について税制上の措置が必要！！ 

・道府県費負担教職員給与費  約８，７００億円 など 
（平成 19 年度決算をもとに推計） 

ビスに係る経費はビスに係る経費は

道府県から指定都市への税源移譲による道府県から指定都市への税源移譲による

税源配分の見直し税源配分の見直し((大都市特例税制の創設大都市特例税制の創設

）により措置すべき）により措置すべき
(個人道府県民税→個人市民税、法人道府県民税→法人市

民税、地方消費税→地方消費税交付金)

１，４４４億円

（税制上の措置済額）

・指定都市の市民の受益と負担の関係にねじれが生じている。

・大都市の事務配分の特例に伴う税制上の措置不足額が生じている。 7



 

地方交付税は，地方公共団体間の財源の不均衡を調整し（財源調整機能），どの地域に住む国民にも一定の行政

サービスを提供できるよう財源を保障（財源保障機能）するためのものであり，地方の固有財源です。 

 

【算定の仕組み】 

地方交付税



政令指定都市の市民一人当たりの地方交付税の収入額（平成20年度決算）
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％地方交付税 歳入に占める地方交付税の割合

　京都市は，市税収入が少ない分，地方交付税に多くを依存しており，市民一人当たりの地方交付
税収入は，他の指定都市平均の２倍近くになっています。



 地方交付税収入は，三位一体改革の影響等により，近年，大幅に減少しており，地方 
 交付税に多くを依存する京都市の財政運営は極めて深刻な状況となっています。 
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地方交付税についての国への要望

大都市特有の財政需要

○大都市の事務配分の特例に基づく財政需要
（＝道府県に代わって行う事務）

○大都市への人口、産業経済の集中による財政
需要 （ 圏域の中枢都市としての役割）

地方財源不足額

地方交付税等

約25兆円

法定5税分等

約17兆円

22年度地方財政計画

地方交付税は地方固有の財源

地方交付税は、地域社会に必要不可欠な

一定水準の行政サービスを提供するための

地方固有の財源

法定率の
引上げで
対応を！

地方交付税等の削減状況

地方交付税（全国）

地方交付税＋臨時財政対策債発行可能額（全国）
地方交付税（指定都市）

地方交付税＋臨時財政対策債発行可能額（指定都市）

年度需要 （＝圏域の中枢都市としての役割）

【指定都市の提案】

・地方財政計画の策定の際に，地方の財政需要を適切に積み上げるとともに，地方税などの収入を的
確に見込むことで，必要な地方交付税の総額を確保すること。

・国・地方を通じた歳出削減努力によってもなお生じる地方財源不足額の解消は，臨時財政対策債の
発行等による負担の先送りではなく，地方交付税の法定率引上げによって対応すること。

・地方交付税の算定にあたっては，大都市特有の財政需要を的確に反映させる仕組みを構築するとと
もに予見可能性の確保に努めること。

11



 

地方交付税制度から見た京都市財政＜平成２０年度普通会計決算一般財源ベース＞ 

 

 京都市の人口，生活保護者数，道路延長等に基づく標準的な歳出の理論値                        億円 

       基準財政需要額 ２，８８８              交付税では算定されない   都市計画事業の財源 

   市独自事業の財源         
          （１９年度の京都市の税収）×（全国一律の伸び率） 

   ７８１      交付税算定上の税収見込み ２，７６３                   ２２４ 

  交付税等  基準財政収入額(上記の 75％)２，１０７ 留保財源 656               都市計画税 
 
  平成２０年度京都市普通会計決算の歳出所要一般財源額                             

             ４，０７３                   需要額を上回る歳出 ９６１ 

             京都市の支出                    留保財源活用後３０５ 
 
                        主なもの  市税超過課税   ５４    
                              基金等繰入金   ７１ 
                              財産収入     ６２ 
                              特別交付税    ２１ 
                              宝くじ収益金等  ５８ 
                    

※ 収支改善の糸口 

１ 需要額（標準的な財政支出）を上回る支出の点検        ３ 交付税算定外の収入の確保 

２ 税収増による留保財源の確保・拡大              ４ 交付税制度の改善見直し 





※地域主権戦略大綱（本文）から抜粋







都道府県と指定都市の事務執行の
役割分担と府市協調の取組について

17



国，府，市の事務の執行の分担

国：国家としての存立に係わる事務，全国的に統一して定めることが望ましい事務，全国的な規模
でもしくは全国的な視点に立って行わなければならない施策等，国が本来果たすべき役割を
重点的に担う。

外交，防衛，年金 など

府：① 広域にわたる事務
〔例〕地方の大規模な総合開発計画の策定，

主要な統計調査 など

② 市町村に関する連絡調整に関する
事務

〔例〕国等や都道府県等と市町村との間の連

府：広域行政

警察，小，中学校（義務教育）教員の
給与，労働行政 など

絡調整，市町村相互間の連絡・連携・調整
等

③ その規模又は性質において一般の
市町村が処理することが適当でないと
認められる事務

市：都道府県が処理する事務を除き，地域

における事務等を幅広く包括的に処理
する。

市：基礎的自治体
＋圏域の中核

大都市特例
（児童福祉，障害者福祉，生活
保護，都市計画，国道，府道の
管理 など）

商工行政，文化，スポーツ，
都市河川，公立高等学校，
特別支援学校 など

現在の大都市を取り巻く現状と課題
・圏域の中核として，広範囲の政策課題に対応している。
・指定都市には包括的な事務権限がなく，また，道府県との
役割分担が不明確で二重行政が発生
・大都市が担う事務，役割に対応できていない税財政制度

18



※総務省資料
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単位：校

※平成21年度学校基本調査を基に作成

京都市域内における公立高等学校に占める市立の割合は，政令市で３番目に高い36.0％である。

京都市
他都市
平均

札幌市 仙台市
さいたま

市
千葉市 川崎市 横浜市 新潟市 静岡市 浜松市 名古屋市 大阪市 堺市 神戸市 岡山市 広島市 北九州市 福岡市

36.0% 23.6% 24.3% 26.1% 16.0% 9.5% 26.3% 17.9% 13.0% 18.8% 4.8% 40.0% 41.4% 25.0% 33.3% 5.6% 32.0% 4.5% 21.1%
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※割合は，公立高等学校に占める市立高等学校の割合
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市域内における設置主体別特別支援学校数（他都市比較）

道府県立

市立

※平成21年度学校基本調査を基に作成

単位：校

京都市
他都市
平均

札幌市 仙台市
さいたま

市
千葉市 川崎市 横浜市 新潟市 静岡市 浜松市

名古屋
市

大阪市 堺市 神戸市 岡山市 広島市
北九州

市
福岡市

70.0% 42.4% 28.6% 16.7% 14.3% 28.6% 50.0% 63.2% 14.3% - - 44.4% 69.2% 42.9% 60.0% - 20.0% 81.8% 80.0%

京都市域内における特別支援学校に占める市立の割合は，政令市で３番目に高い70.0％である。
21
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※割合は，市域内における市立特別支援学校の割合



・現在の地方自治制度の下では，指定都市と道府
県の役割分担が不明確なため，二重行政の問題
が生じがち。

＜府・市の協調＞

京都市と京都府では，これまでからトップ同士の
懇談会（京都府知事と京都市長の懇談会）をはじ
め，様々な機会を捉えて忌憚のない意見交換を行
っている。
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近年の主な府市協調の成果

・交通局壬生庁舎跡地と京都府中京庁舎跡地の
相互譲渡で合意（平成18年12月）

・京都駅における総合観光案内所の設置合意（平
成20年6月）
・府市行政協働パネルの設置（平成20年6月）
・鴨川の放置自転車対策（平成21年7月）

・ＰＴＰＳ（公共車両優先システム）設置路線の拡充
（平成21年7月）
・福祉医療制度等の格差是正

など
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府市行政協働パネルについて

平成20年6月5日開催の「京都府知事と京都市長のとの懇談会」におい

て，府市の実務者レベルで，共通する課題や問題を提起し合い，府民・
市民の視点から府市で協働できることや，二重行政の回避策などにつ

いて協議を進めていく場として設置について合意

開催状況開催状況

現在，
・ 総合調整パネル
・ 健康福祉パネル
・ 地域力再生パネル
・ 地球温暖化パネル
・ 鴨川の放置自転車パネル
・ 防災パネル
・ 障害者就労支援パネル の７つの分野のパネルを設置
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